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東京2020大会を契機とした象牙製品等の海外持出防止の取組①
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○ 都内の象牙取扱事業者(特別国際種事業者）へ直接要請

＜6/25日～＞

▶ 都の確認書様式などにより、「海外持出は原則禁止で、処罰

の対象となる」ことを説明し、「違法に海外に持ち出さない」意思

を確認したうえで販売すること

▶ 購入希望者が訪日外国人の場合や意思確認ができなかった

場合など、違法な海外持出につながるおそれがある場合には、

販売を自粛すること

▶ 都のポスター・リーフレット・卓上ＰＯＰなどにより、「海外持出

は原則禁止で、それを目的とした購入はできない」ことを販売窓

口等において周知すること

要請内容

【対象】都内に施設を置く特別国際種事業者（約1200施設）

※法改正に伴う届出制から登録制への移行により

登録審査を受けた事業者へ絞り込み

① 登録事業者に対する取組
都確認書様式例

象牙製品等の違法な海外持出を防止するため、第4回有識者会議(3/29)における意見等を踏まえ、

世界の注目が東京に集まる東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会を契機とした取組を実施

※ 取組は国(環境省･経済産業省･税関･外務省)、組織委員会等と連携



○ 多言語コンテンツ（ポスター・リーフレット等）

による国内外への発信

▶ 空港(羽田･成田)交通機関(都営地下鉄等)での周知

▶ 国施設(環境省・経産省施設)・都施設(パスポートセン

ター・観光情報センター・美術館博物館・動植物園等)

での周知

▶ 世界各国の日本大使館・領事館での周知

▶ 都内の各国大使館への周知

▶都ホームページ･SNS等(Twitter、Facebook、
TOKYO UPDATES)への掲載

○ 訪日したオリンピック・パラリンピックの選手・

関係者(メディア含む）への注意喚起

▶ ステークホルダー向けの資料配布や説明会の機会

を利用した周知

▶ メインプレスセンター・東京都メディアセンターにおけ

る周知

② 取組の国内外への発信

東京都メディアセンター(WEB)における周知

東京2020大会を契機とした象牙製品等の海外持出防止の取組②
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＜参考＞ポスター

東京2020大会を契機とした象牙製品等の海外持出防止の取組＜参考①＞
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＜参考＞リーフレット

東京2020大会を契機とした象牙製品等の海外持出防止の取組＜参考②＞
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＜参考＞卓上ポップ

東京2020大会を契機とした象牙製品等の海外持出防止の取組＜参考③＞
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